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規 則

　北海道税外諸収入金の徴収に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。

　　平成25年９月６日
北海道知事　高　橋　はるみ

北海道規則第74号
　　　北海道税外諸収入金の徴収に関する条例施行規則の一部を改正する規則
　北海道税外諸収入金の徴収に関する条例施行規則（昭和35年北海道規則第100号）の一部
を次のように改正する。
　別記第１号様式（裏面）注意２の事項中「当該納期限の翌日からこの督促状に指定した期
限までの期間については、年7.3パーセント（当該期間の属する各年の前年の11月30日を経
過する時における日本銀行法第15条第１項第１号の規定により定められる商業手形の基準割
引率に年４パーセントの割合を加算した割合が年7.3パーセントの割合に満たない場合は、
当該商業手形の基準割引率に年４パーセントの割合を加算した割合（その割合に0.1パーセ
ント未満の端数があるときは、その端数を切り捨てます。）））の割合を乗じて計算して得
た金額を延滞金として納めてください。ただし」を「当該期間の属する各年の特例基準割合
（当該年の前年に租税特別措置法第93条第２項の規定により告示された割合に年１パーセン
トの割合を加算した割合をいう。以下同じ。）が年7.3パーセントの割合に満たない場合は、
当該特例基準割合に年7.3パーセントの割合を加算した割合とする。また、当該納期限の翌
日からこの督促状に指定した期限までの期間については、年7.3パーセント（当該期間の属
する各年の特例基準割合が年7.3パーセントの割合に満たない場合は、当該特例基準割合に
年１パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合が年7.3パーセントの割合を超え
る場合は、年7.3パーセントの割合））とする。）の割合を乗じて計算して得た金額を延滞
金として納めてください。この場合において」に改める。
　　　附　則
　この規則は、平成26年１月１日から施行する。

告 示

北海道告示第576号
　高圧ガス保安法（昭和26年法律第204号）第35条第１項第１号の規定により、指定保安検
査機関を次のとおり指定した。
　　平成25年９月６日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　名 称
　　エルピー産業株式会社
２　代表者の氏名
　　代表取締役　小山　泰昭
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３　所 在 地
　　札幌市西区発寒３条１丁目６番６号
４　指定する地域
　　北海道一円
５　指定する区分又は業務の範囲
　 　液化石油ガス保安規則（昭和41年通商産業省令第52号）第78条第４項において準用する
同令第77条第２項から第４項までに規定する特定施設の保安検査
６　保安検査を行う事業所の名称及び所在地
　⑴　名　称　　エルピー産業株式会社プラント事業部
　⑵　所在地　　石狩市新港南３丁目700番地27
７　指定年月日
　　平成25年８月28日

北海道告示第577号
　土地改良法（昭和24年法律第195号）第87条の３第１項の規定により、道営土地改良（は
まなす第１地区草地整備［公共牧場中核型］（区画整理））事業の土地改良事業変更計画を
定めた。
　その関係書類は、北海道オホーツク総合振興局に備え置いて、平成25年９月10日から20日
間、一般の縦覧に供する。
　　平成25年９月６日

北海道知事　高　橋　はるみ

北海道告示第578号
　次のとおり道営土地改良事業の工事を完了したので、土地改良法（昭和24年法律第195
号）第113条の２第３項の規定により公告する。
　　平成25年９月６日

北海道知事　高　橋　はるみ
地区名 事 業 の 種 類 完了年月日
南の里 農業用用排水施設 平成25. 3.25
川 下 経営体育成基盤整備［面的集積型］（農業用用排水施設、暗渠

きよ

排水、区画整理） 同　24.10.30
同 同　　　　　　　　　　　　　　　（客土） 同　23.11.30
川西北 畑地帯総合整備［担い手支援型］（農業用用排水施設） 同　24.11.30
同 同　　　　　　　　　　　　　　（区画整理） 同　23.12. 5
同 同　　　　　　　　　　　　　　（暗渠排水） 同　24.11.29
同 同　　　　　　　　　　　　　　（土層改良） 同　23. 2.21

北海道告示第579号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　平成25年９月６日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　落札に係る特定役務の名称及び数量
　　漁業取締船海王丸上架修理工事　一式
２　落札を決定した日
　　平成25年８月22日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　氏　名　　函東工業株式会社
　⑵　住　所　　函館市浅野町３番11号
４　落札金額
　　87,150,000円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　平成25年７月９日付け北海道告示第463号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道水産林務部水産局漁業管理課
　⑵　所在地　　札幌市中央区北３条西６丁目

北海道告示第580号
　森林法（昭和26年法律第249号）第26条の２第１項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する。
　　平成25年９月６日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　解除に係る保安林の所在場所　 　上磯郡知内町字森越103の36、103の50、103の57、103

の58、103の105、103の126から103の128まで、103の201、
103の208、103の231、103の232、103の250、103の251、
103の343、字中ノ川52の１

２　保安林として指定された目的　　風害の防備
３　解 除 の 理 由　　指定理由の消滅

北海道告示第581号
　森林法（昭和26年法律第249号）第33条の２の規定により、次のように保安林の指定施業
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要件を変更する予定である。
　　平成25年９月６日

北海道知事　高　橋　はるみ
１⑴　指定施業要件変更予定保安林　　余市郡仁木町（次の図に示す部分に限る。）
　　　の所在場所
　⑵　保安林として指定された目的　　土砂の流出の防備
　⑶　変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
　　ア　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　　ア　主伐は、択伐による。
　　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市

町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　イ　立 木 の 伐 採 の 限 度　　次のとおりとする。
２⑴　指定施業要件変更予定保安林　　岩見沢市（次の図に示す部分に限る。）
　　　の所在場所
　⑵　保安林として指定された目的　　風害の防備
　⑶　変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
　　ア　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　　ア　主伐に係る伐採種は、定めない。
　　　イ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市

町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　　ウ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　　イ　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種　　次のとおりとする。
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を関係総合振興局産
業振興部林務課並びに岩見沢市役所及び仁木町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第582号
　平成25年北海道告示第33号（農林水産大臣権限に係る保安林の指定施業要件の変更の予
定）の一部を次のように改正する。
　　平成25年９月６日

北海道知事　高　橋　はるみ
　１の事項を次のように改める。
　１　削除

北海道告示第583号

　農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件を変更する予定である旨、森林法
（昭和26年法律第249号）第33条の３において準用する同法第29条の規定による通知があっ
た。
　　平成25年９月６日

北海道知事　高　橋　はるみ
１　指定施業要件変更予定保安林　　奥尻郡奥尻町（次の図に示す部分に限る。）
　　の所在場所
２　保安林として指定された目的　　土砂の流出の防備
３　変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
　⑴　立 木 の 伐 採 の 方 法
　　ア　次の森林については、主伐は、択伐による。
　　　　奥尻町（次の図に示す部分に限る。）
　　イ　その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。
　　ウ 　主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町

村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
　　エ　間伐に係る森林は、次のとおりとする。
　⑵　立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種　　次のとおりとする。
　（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課及び奥尻町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第584号
　森林法（昭和26年法律第249号）第33条第６項において準用する同条第３項の規定による
保安林の指定の解除の通知に係る次の者の所在が不分明なので、同法第189条の規定により、
その通知の内容を知内町役場の掲示場に掲示した。その要旨は、平成25年北海道告示第580
号のとおりである。
　　平成25年９月６日

北海道知事　高　橋　はるみ
　所在が不分明な者
　上磯郡知内町字森越103の126所在の森林について所有権を有する　　野左近　庄一郎
　上磯郡知内町字森越103の232所在の森林について所有権を有する　　波江　清昌
　上磯郡知内町字中ノ川52の１所在の森林について所有権を有する　　中村　タカ

北海道告示第585号
　土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57
号）第６条第１項及び第８条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災
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害特別警戒区域として指定する。
　　平成25年９月６日

北海道知事　高　橋　はるみ
１⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　大和神社の沢川（Ⅱ－32－0310）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　虻田郡豊浦町字大和（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
２⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　貫気別大和沢川（Ⅰ－32－0320）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　虻田郡豊浦町字大和（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
３⑴　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
　　　大和寺の沢川（Ⅱ－32－0330）
　⑵　土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
　　　虻田郡豊浦町字大和（次の図のとおり）
　⑶　土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
　　　土石流
　⑷　当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
　　　次の図のとおり
　（「次の図」は省略し、その図面を北海道胆振総合振興局室蘭建設管理部に備え置いて縦
覧に供する。）

北海道告示第586号
　都市再開発法（昭和44年法律第38号）第７条の９第１項の規定により、次のとおり第一種
市街地再開発事業に係る施行について、認可した。
　　平成25年９月６日

北海道知事　高　橋　はるみ

１　第一種市街地再開発事業　　函館駅前若松地区第一種市街地再開発事業
　　の名称
２　施行者の住所及び名称　　函館市若松町20番１号
　　　　　　　　　　　　　　　株式会社ＮＡアーバンデベロップメント
３　事 務 所 の 所 在 地　　函館市若松町20番１号
４　施 行 認 可 の 年 月 日　　平成25年８月29日
５　事 業 施 行 期 間　　平成25年８月29日から平成29年３月30日まで
６　施 行 地 区　 　函館市若松町20番１から20番15まで、20番32、20番34、20

番36から20番39まで、20番43、20番44、20番50から20番55ま
で、３・４・19放射１号線の一部、３・３・21放射３号線の
一部、市道若松14号線の一部

７　事 業 年 度　　毎年４月１日から翌年３月31日までとする。
　　　　　　　　　　　　　　 　ただし、この事業の最初の事業年度については、平成25年

８月29日から平成26年３月31日までとする。
８　公 告 の 方 法　 　事務所の掲示場のほか、施行者が適当と認める場所に掲示

して行う。特に必要があるときは、官報に掲載して行う。
９　権利変換を希望しない旨　　平成25年10月５日
　　の申出をすることができ
　　る期限

北海道告示第587号
　次のとおり一般競争入札により落札者及び随意契約の相手方を決定した。
　　平成25年９月６日

北海道知事　高　橋　はるみ
１⑴　落札に係る特定役務の名称（１ページ当たりの単価）及び調達予定数量
　　ア　印刷物（選挙公報）の製造　　7,802,000ページ
　　イ　印刷物（選挙公報）の製造　　1,903,000ページ
　　ウ　印刷物（選挙公報）の製造　　1,962,000ページ
　⑵　落札を決定した日
　　　平成25年６月26日
　⑶　落札者の氏名及び住所
　　ア　⑴のア
　　　ア　氏　名　　株式会社トッパンメディアプリンティング北海道
　　　イ　住　所　　北広島市大曲工業団地８丁目２－３
　　イ　⑴のイ及びウ



平成25年９月６日（金曜日） 北　　海　　道　　公　　報 第２５１２号 10

　　　ア　氏　名　　株式会社道新総合印刷
　　　イ　住　所　　北広島市大曲工業団地８丁目２－１
　⑷　落札金額
　　ア　⑴のア
　　　　１円23銭
　　イ　⑴のイ及びウ
　　　　１円10銭
　⑸　契約の相手方を決定した手続
　　　一般競争入札
　⑹　一般競争入札の公告
　　　平成25年６月７日付け北海道告示第394号
２⑴　随意契約に係る特定役務の名称（１ページ当たりの単価）及び調達予定数量
　　ア　印刷物（選挙公報）の製造　　7,451,000ページ
　　イ　印刷物（選挙公報）の製造　　8,997,000ページ
　⑵　随意契約の相手方を決定した日
　　　平成25年６月26日
　⑶　随意契約の相手方の氏名及び住所
　　ア　⑴のア
　　　ア　氏　名　　株式会社道新総合印刷
　　　イ　住　所　　北広島市大曲工業団地８丁目２－１
　　イ　⑴のイ
　　　ア　氏　名　　株式会社毎日新聞北海道センター
　　　イ　住　所　　北広島市大曲工業団地８丁目３－４
　⑷　随意契約に係る契約金額
　　ア　⑴のア
　　　　１円36銭
　　イ　⑴のイ
　　　　１円35銭
　⑸　契約の相手方を決定した手続
　　　随意契約
　⑹　随意契約によった理由
　　　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の２第１項第８号の規定による。
３　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道選挙管理委員会事務局
　⑵　所在地　　札幌市中央区北３条西６丁目

総合振興局告示及び振興局告示

北海道胆振総合振興局告示第53号
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。
　　平成25年９月６日

北海道胆振総合振興局長　田　邊　隆　久
１　入札に付する事項
　⑴　調達をする物品等の名称（１キログラム当たりの単価）及び調達予定数量
　　ア　粒状凍結防止剤（塩化Na・塩化Mg混合物）／（胆振地区） 2,520,000キログラム
　　イ　粒状凍結防止剤（塩化Na・塩化Mg混合物）／（日高地区） 215,000キログラム
　　ウ　液状凍結防止剤（塩化Ca水溶液）／（胆振地区） 31,200キログラム
　　エ　液状凍結防止剤（塩化Ca水溶液）／（日高地区） 70,000キログラム
　　オ　粒状凍結防止剤（カルボン酸系）／（洞爺出張所管内） 24,000キログラム
　　カ　焼砂・焼砕石混合物（苫小牧出張所管内） 800,000キログラム
　　キ　焼砂（散布用）／（洞爺出張所） 1,300,000キログラム
　　ク　焼砂（砂箱用）／（門別出張所） 10,000キログラム
　　　アからクまでについては、それぞれの入札とする。
　⑵　調達をする物品等の仕様等　　入札説明書及び仕様書による。
　⑶　契 約 期 間　　平成25年11月１日から平成26年３月31日まで
　⑷　納 入 場 所　　入札説明書による。
２　入札に参加する者に必要な資格
　　次のいずれにも該当すること。
　⑴　平成25年北海道告示第３号に規定する物品の購入の資格を有すること。
　⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
　⑶ 　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな

いこと。
　⑷　当該物品に関し、仕様書に記載の要件を満たしていることを証明した者であること。
３　条件付一般競争入札参加資格の審査
　⑴ 　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ

る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければならな
い。

　　ア　申 請 の 時 期　 　平成25年９月６日から同年10月１日まで（日曜日、土曜日及
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び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定す
る休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時まで

　　イ　申 請 の 方 法　 　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

　　ウ　申請書類の提出先　 　郵便番号 051－8558　室蘭市海岸町１丁目４番１号　むろら
ん広域センタービル３階　北海道胆振総合振興局室蘭建設管理
部建設行政室建設行政課

　⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所
　　北海道胆振総合振興局室蘭建設管理部建設行政室建設行政課
５　入札執行の場所及び日時
　⑴　入 札 場 所　 　室蘭市海岸町１丁目４番１号　むろらん広域センタービル３

階　北海道胆振総合振興局室蘭建設管理部会議室（送付による
場合は、郵便番号 051－8558　室蘭市海岸町１丁目４番１号　
むろらん広域センタービル３階　北海道胆振総合振興局室蘭建
設管理部建設行政室建設行政課）

　⑵　入 札 日 時　 　平成25年10月17日（木）午前10時30分（送付による場合は、
同月16日（水）までに必着）

　⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
　⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
６　入 札 保 証 金
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　入札説明書の交付に関する事項
　⑴　交 付 場 所　　４に同じ。
　⑵　交 付 方 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　 　なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入る

返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量500グラムに見合
う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、
契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。

　　　　　　　　　　　　　 　また、電子メールによる交付を希望する場合は、契約に関す
る 事 務 を 担 当 す る 組 織 に 電 子 メ ー ル（ ア ド レ ス：
murorandoboku.somu1@pref.hokkaido.lg.jp）で申し込むこと。

８　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　　平成16年北海道告示第448号の２の⑵のウ及び３の⑴による。
９　落札者と契約の締結を行わない場合

　 　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講じることとされた場合は、当該落札者とは契約を行わない。

10　そ の 他
　 　平成16年北海道告示第448号の４の⑵、⑸、⑺から⑼まで及び⑾から⒀までによるほか、
次による。

　　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名 称　　北海道胆振総合振興局室蘭建設管理部建設行政室建設行政課
　⑵　所 在 地　 　郵便番号 051－8558　北海道室蘭市海岸町１丁目４番１号　

むろらん広域センタービル３階
　　　　　　　　　　　　　　電話番号 0143－24－9857
11　Summary
　Ａ　Nature and quantity of the products to be procured :
　　ａ　Sodium chloride･magnesium chloride mixture 2,520,000kg
　　ｂ　Sodium chloride･magnesium chloride mixture 215,000kg
　　ｃ　A calcium chloride water solution 31,200kg
　　ｄ　A calcium chloride water solution 70,000kg
　　ｅ　Carboxylic acid system cryoprotectant 24,000kg
　　ｆ　Fried sand･friendrubble mixture 800,000kg
　　ｇ　Fried sand a thing to scatter 1,300,000kg
　　ｈ　Fried sand a thing to scatter 10,000kg
　Ｂ　Bid tendering date and time : 10 : 30 A.M., October 17, 2013
　　　(If mailed, bids must arrive no later than, October 16, 2013)
　Ｃ　 Contact : Constructional Administration Division Office of Constructional 

Administration, Muroran Department of Public Works Management, Iburi General 
Subperfectural Bureau, Hokkaido Government, Kaigan-cho 1-chome 4-1, Muroran, 
Hokkaido 051-8558 Japan

　　　Phone : 0143-24-9857

北海道渡島総合振興局告示第109号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　平成25年９月６日

北海道渡島総合振興局長　中　西　猛　雄
１　落札に係る物品等の名称及び数量
　⑴　ロータリー除雪車（1.3ｍ／700ｔ）　１台
　　　（ロータリー除雪車（80ｐｓ）１台と交換）



平成25年９月６日（金曜日） 北　　海　　道　　公　　報 第２５１２号 12

　⑵　凍結防止剤散布車（湿式2.5㎥）　１台
　⑶　ロータリー除雪車（1.5ｍ／800ｔ）　１台
２　落札を決定した日
　　平成25年８月28日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴　１の⑴
　　ア　氏　名　　ナラサキ産業株式会社
　　イ　住　所　　札幌市中央区北１条西７丁目１番地
　⑵　１の⑵及び⑶
　　ア　氏　名　　株式会社日本除雪機製作所
　　イ　住　所　　札幌市手稲区稲穂３条６丁目４番38号
４　落札金額
　⑴　13,314,000円
　⑵　18,900,000円
　⑶　18,585,000円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　平成25年７月26日付け北海道渡島総合振興局告示第81号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道渡島総合振興局函館建設管理部建設行政室建設行政課
　⑵　所在地　　函館市美原４丁目６番16号

北海道留萌振興局告示第56号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　平成25年９月６日

北海道留萌振興局長　岡　崎　一　智
１　落札に係る物品等の名称及び数量
　⑴　除雪トラック（10ｔ級）　１台
　　　（除雪トラック（10ｔ級）１台と交換）
　⑵　除雪ドーザ（13ｔ級）　１台
　　　（除雪ドーザ（13ｔ級）１台と交換）
２　落札を決定した日
　　平成25年８月23日
３　落札者の氏名及び住所

　⑴ア　氏　名　　ＵＤトラックスジャパン株式会社
　　イ　住　所　　埼玉県上尾市大字壱丁目１番地
　⑵ア　氏　名　　北海道ＴＣＭ株式会社
　　イ　住　所　　札幌市西区発寒16条13丁目７番11号
４　落札金額
　⑴　36,697,500円
　⑵　18,918,900円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　平成25年７月12日付け北海道留萌振興局告示第46号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道留萌振興局留萌建設管理部建設行政室建設行政課
　⑵　所在地　　留萌市住之江町２丁目１番２号

北海道宗谷総合振興局告示第５号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　平成25年９月６日

北海道宗谷総合振興局長　小野寺　勝　広
１　落札に係る物品等の名称及び数量
　⑴　ロータリ除雪車（2.2ｍ・2300ｔ／ｈ級）　１台
　　　（ロータリ除雪車（250ＰＳ級）１台と交換）
　⑵　除雪トラック（10ｔ級）　２台
　　　（除雪トラック（10ｔ級）２台と交換）
２　落札を決定した日
　　平成25年８月22日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴ア　氏　名　　株式会社日本除雪機製作所
　　イ　住　所　　札幌市手稲区稲穂３条６丁目４番38号
　⑵ア　氏　名　　北海道いすゞ自動車株式会社
　　イ　住　所　　札幌市中央区宮の森２条１丁目２番55号
４　落札金額
　⑴　32,550,000円
　⑵　72,870,000円
５　契約の相手方を決定した手続



平成25年９月６日（金曜日） 北　　海　　道　　公　　報 第２５１２号 13

　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　平成25年７月12日付け北海道宗谷総合振興局告示第４号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道宗谷総合振興局稚内建設管理部建設行政室建設行政課
　⑵　所在地　　稚内市末広４丁目２番27号

北海道釧路総合振興局告示第10号
　次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
　　平成25年９月６日

北海道釧路総合振興局長　土　栄　正　人
１　落札に係る物品等の名称及び数量
　⑴　ロータリ除雪車（1.3ｍ／700ｔ級）　１台
　　　（ロータリ除雪車１台（80ＰＳ級）と交換）
　⑵　除雪トラック（10ｔ級６×６専用型）
　　ア　その１（ワンウェイプラウ付ほか）　１台
　　イ　その２（アングリングプラウ付ほか）　１台
　　　（除雪トラック２台（10ｔ級６×６専用型）と交換）
２　落札を決定した日
　　平成25年８月26日
３　落札者の氏名及び住所
　⑴ア　氏　名　　株式会社日本除雪機製作所
　　イ　住　所　　札幌市手稲区稲穂３条６丁目４番38号
　⑵ア　氏　名　　東北海道日野自動車株式会社
　　イ　住　所　　帯広市西19条北１丁目７番６号
４　落札金額
　⑴　13,597,500円
　⑵　73,552,500円
５　契約の相手方を決定した手続
　　一般競争入札
６　一般競争入札の公告
　　平成25年７月16日付け北海道釧路総合振興局告示第６号
７　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名　称　　北海道釧路総合振興局釧路建設管理部建設行政室建設行政課
　⑵　所在地　　釧路市双葉町６番10号

北海道釧路総合振興局告示第11号
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。
　　平成25年９月６日

北海道釧路総合振興局長　土　栄　正　人
１　入札に付する事項
　⑴　調達をする物品等の名称（１月当たりの単価）及び数量
　　　パーソナルコンピュータの賃貸借（18台分）　一式
　⑵　調達をする物品等の仕様等　　入札説明書による。
　⑶　契 約 期 間　 　平成25年12月２日から平成30年11月30日まで。ただし、予算

の範囲内で、当該契約期間を変更することがあり得る。
　⑷　納 入 場 所　　入札説明書による。
２　入札に参加する者に必要な資格
　　次のいずれにも該当すること。
　⑴　平成25年北海道告示第３号に規定する物品の賃貸借の資格を有すること。
　⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
　⑶ 　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな

いこと。
　⑷　当該物品に関し、仕様を満たす製品の供給が可能であること。
３　条件付一般競争入札参加資格の審査
　⑴ 　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ

る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければならな
い。

　　ア　申 請 の 時 期　 　平成25年９月６日から同月24日まで（日曜日、土曜日及び国
民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休
日を除く。）の毎日午前９時から午後５時まで

　　イ　申 請 の 方 法　 　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

　　ウ　申請書類の提出先　　郵便番号 085－8588　釧路市浦見２丁目２番54号
　　　　　　　　　　　　　　北海道釧路総合振興局地域政策部総務課
　⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所
　　北海道釧路総合振興局地域政策部総務課
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５　入札執行の場所及び日時
　⑴　入 札 場 所　 　釧路市浦見２丁目２番54号　北海道釧路総合振興局３階会議

室（送付による場合は、郵便番号 085－8588　釧路市浦見２丁
目２番54号　北海道釧路総合振興局地域政策部総務課）

　⑵　入 札 日 時　 　平成25年10月１日　午前10時30分（送付による場合は、同年
９月30日必着）

　⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
　⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
６　入 札 保 証 金
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　一連の調達契約に関する事項
　⑴ 　この契約による調達後において調達が予定されている物品等の名称、数量及びその入

札の公告の予定時期
　　ア　名 称 及 び 数 量　　パーソナルコンピュータ　３台
　　イ　予 定 時 期　　平成26年１月上旬頃
　⑵　この契約を含む一連の調達契約のうち最初の契約に係る入札の公告
　　　平成25年３月29日付け北海道釧路総合振興局告示第２号
８　入札説明書の交付に関する事項
　⑴　交 付 場 所　　４に同じ。
　⑵　交 付 方 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　 　なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入る

返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量100グラムに見合
う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、
契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。

　　　　　　　　　　　　　 　また、北海道釧路総合振興局のホームページ（http://www.
kushiro.pref.hokkaido.lg.jp/ts/sum/nyuusatujyouhou.htm） に
おいてダウンロードすることができる。

９　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　　落札者の決定方法は次によることとし、契約書の作成は要する。
　 　落札決定に当たっては、北海道財務規則（昭和45年北海道規則第30号）第151条第１項
の規定により定めた予定価格（18台分に係る１月当たりの単価）の制限の範囲内で最低の
価格（18台分に係る１月当たりの単価）をもって入札（有効な入札に限る。）した者を落
札者とする。
10　落札者と契約の締結を行わない場合
　 　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を

講じることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。
11　そ の 他
　 　平成16年北海道告示第448号の４の⑵、⑷、⑺、⑻及び⑾から⒀までによるほか、次に
よる。

　　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名 称　　北海道釧路総合振興局地域政策部総務課
　⑵　所 在 地　　郵便番号 085－8588　釧路市浦見２丁目２番54号
　　　　　　　　　　　　　　電話番号 0154－43－9133
12　Summary
　Ａ　Nature and quantity of the products to be procured :
　　　Lease of Personal Computer 18 1set
　Ｂ　Bid tendering date and time : 10 : 30 A.M., October 1, 2013
　　　(Mailed bids must arrive no latar than September 30, 2013)
　Ｃ　 Contact : Administrative Division, Department of Regional Policy, Kushiro General 

Subprefectural Bureau, Hokkaido Government, Urami 2-chome 2-54, Kushiro, 
Hokkaido 085-8588 Japan

　　　Phone : 0154-43-9133

道 教 育 庁 教 育 局 告 示

北海道教育庁日高教育局告示第23号
　次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
　なお、この入札に係る調達は、1994年４月15日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。
　　平成25年９月６日

北海道教育庁日高教育局長　北　村　善　春
１　入札に付する事項
　⑴　調達をする物品の名称（１リットル当たりの単価）及び調達予定数量
　　ア　Ａ重油その１（様似高校）　　　　　　　　　　　　　　　　14,700リットル
　　イ　Ａ重油その２（浦河高校）　　　　　　　　　　　　　　　　46,700リットル
　　ウ　Ａ重油その３（静内高校及び静内農業高校）　　　　　　　　55,700リットル
　　エ　Ａ重油その４（平取養護学校静内ペテカリの園分校）　　　　35,000リットル
　　オ　Ａ重油その５（富川高校）　　　　　　　　　　　　　　　　36,000リットル
　　カ　Ａ重油その６（平取高校）　　　　　　　　　　　　　　　　21,700リットル
　　キ　Ａ重油その７（平取養護学校）　　　　　　　　　　　　　 106,000リットル
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　　　アからキまでについては、それぞれの入札とする。
　⑵　調達をする物品の仕様等　　ＪＩＳ規格１種２号
　⑶　契 約 期 間　 　契約締結の日から平成26年４月30日（ア、エ及びキについて

は、平成26年３月31日）まで
　⑷　納 入 場 所　　入札説明書による。
２　入札に参加する者に必要な資格
　　次のいずれにも該当すること。
　⑴　平成25年北海道告示第３号に規定する物品の購入（暖房燃料）の資格を有すること。
　⑵　道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
　⑶ 　暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札への参加を除外されていな

いこと。
　⑷ 　石油の備蓄の確保等に関する法律（昭和50年法律第96号）第27条第１項の規定による

石油販売業の届出をしていること。
３　条件付一般競争入札参加資格の審査
　⑴ 　この入札は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５の２の規定によ

る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の⑷に掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなければならな
い。

　　ア　申 請 の 時 期　 　平成25年９月６日（金）から同年10月７日（月）まで（日曜
日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178
号）に規定する休日を除く。）の毎日午前９時から午後５時ま
で

　　イ　申 請 の 方 法　 　申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな
ければならない。

　　ウ　申請書類の提出先　　郵便番号 057－8558　浦河郡浦河町栄丘東通56号
　　　　　　　　　　　　　　北海道教育庁日高教育局道立学校運営支援室
　⑵　審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４　契約条項を示す場所
　　北海道教育庁日高教育局道立学校運営支援室
５　入札執行の場所及び日時
　⑴　入 札 場 所　 　浦河郡浦河町栄丘東通56号　北海道日高合同庁舎地下会議室

（送付による場合は、郵便番号 057－8558　浦河郡浦河町栄丘
東通56号　北海道教育庁日高教育局道立学校運営支援室）

　⑵　入 札 日 時
　　１の⑴のアからエまで　　平成25年10月17日（木）午後１時30分

　　１の⑴のオからキまで　　平成25年10月17日（木）午後３時
　　（送付による場合は、同月16日（水）午後１時までに必着）
　⑶　開 札 場 所　　⑴に同じ。
　⑷　開 札 日 時　　⑵に同じ。
６　入 札 保 証 金
　　平成16年北海道告示第448号の１の⑴による。
７　入札説明書の交付に関する事項
　⑴　交 付 場 所　　４に同じ。
　⑵　交 付 方 法　　⑴の場所で交付する。
　　　　　　　　　　　　　 　なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入る

返信用封筒（宛先を明記したもの）及び重量50グラムに見合う
郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、契
約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。

　　　　　　　　　　　　　 　また、北海道教育庁日高教育局のホームページ（http://
www.dokyoi.pref.hokkaido.lg.jp/hk/hdk/）においてダウンロー
ドすることができる。

８　落札者の決定方法及び契約書作成の要否
　　平成16年北海道告示第448号の２の⑵のウ及び３の⑴による。
９　落札者と契約の締結を行わない場合
　 　落札者が暴力団関係事業者等であることにより道が行う公共事業等から除外する措置を
講じることとされた場合は、当該落札者とは契約の締結を行わない。

10　そ の 他
　 　平成16年北海道告示第448号の４の⑵、⑸、⑺から⑼まで及び⑾から⒀までによるほか、
次による。

　　契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
　⑴　名 称　　北海道教育庁日高教育局道立学校運営支援室
　⑵　所 在 地　　郵便番号 057－8558　浦河郡浦河町栄丘東通56号
　　　　　　　　　　　　　　電話番号 0146－22－9485
11　Summary
　Ａ　Nature and quantity of products to be procured :
　　ａ　Fuel oil A (JIS class1, No.2) 14,700 liters
　　ｂ　Fuel oil A (JIS class1, No.2) 46,700 liters
　　ｃ　Fuel oil A (JIS class1, No.2) 55,700 liters
　　ｄ　Fuel oil A (JIS class1, No.2) 35,000 liters
　　ｅ　Fuel oil A (JIS class1, No.2) 36,000 liters
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　　ｆ　Fuel oil A (JIS class1, No.2) 21,700 liters
　　ｇ　Fuel oil A (JIS class1, No.2) 106,000 liters
　Ｂ　Bid tendering date and time :
　　ａ，ｂ，ｃ，ｄ　1 : 30 P.M., October 17, 2013
　　ｅ，ｆ，ｇ　　　3 : 00 P.M., October 17, 2013
　　(If mailed, bids must arrive no later than 1 : 00 P.M., October 16, 2013)
　Ｃ　 Contact : Office of Prefectural School Spending Management, Hidaka District 

Bureau of Education, Hokkaido Office of Education, Sakaeoka-higashi-dori 56, 
Urakawa-cho, Urakawa-gun, Hokkaido 057-8558 Japan

　　　Phone : 0146-22-9485

道 監 査 委 員 公 表

監査公表第９号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第５項の規定により実施した平成24年度に係
る随時監査（工事に係るものを除く。）の結果に基づき講じた措置について、同条第12項の
規定により、知事から通知があったので、次のとおり公表する。
　（「次のとおり」は省略し、その関係書類は、北海道監査委員事務局総括監査課、北海道
総務部人事局法制文書課行政情報センター並びに各総合振興局及び振興局（石狩振興局を除
く。）の行政情報コーナーに備え置いて一般の縦覧に供する。）
　　平成25年９月６日

北海道監査委員　丸　岩　公　充
北海道監査委員　佐々木　恵美子
北海道監査委員　太　田　　　博
北海道監査委員　飴　谷　長　藏

監査公表第10号
　地方自治法（昭和22年法律第67号）第199条第５項の規定により実施した平成24年度に係
る随時監査（工事）の結果に基づき講じた措置について、同条第12項の規定により、知事等
から通知があったので、次のとおり公表する。
　（「次のとおり」は省略し、その関係書類は、北海道監査委員事務局総括監査課、北海道
総務部人事局法制文書課行政情報センター並びに各総合振興局及び振興局（石狩振興局を除
く。）の行政情報コーナーに備え置いて一般の縦覧に供する。）
　　平成25年９月６日

北海道監査委員　丸　岩　公　充

北海道監査委員　佐々木　恵美子
北海道監査委員　太　田　　　博
北海道監査委員　飴　谷　長　藏


